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公共経済学（第 10回） 

 

担当 橋本 悟 

 

（１）予算制度と事情 

①一般会計予算（平成 22年度一般会計予算） 

 

 

 表 一般会計歳出における主要経費（単位：億円） 

歳出項目（H29） 予算額 （歳入項目） 予算額 

社会保障 324735 所得税 179480 

文教および科学振興費 53567 法人税 123910 

公共事業費 59763 消費税 171380 

防衛関係費 51251 その他の税 102350 

その他 94275 その他収入 53729 

国債費 235285 建設国債 60970 

地方交付税交付金等 155671 特例国債 282728 

（計） 974547 （計） 974547 

 

（２）財政赤字 

建設国債（4条国債）：財政法 4条に基づいて発行される国債のこと。公共事業のために発行される。 

赤字国債（特例国債）：特例法を制定して発行する。公共事業以外の用途に対して発行する。 

 

（公債発行額）単位：億円 H22 H24 H29 

建設国債（4条国債） 150,110 59090 60970 

赤字国債（特例国債） 384,440 383350 282728 
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（３）公債の現状 

 基礎的財政収支(プライマリーバランス） 

 
｝以外の歳入）－（公債金収入｛借金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

還費を除いた歳出）＝（利払費及び債務償プライマリーバランス
 

   ＝その国の財政が破たんに向かっているか、いないかを表す指標である＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※基礎的財政収支が均衡するとき、 

      公債金収入（新規の公債発行額）  ＝  債務償還費 ＋ 利払費 

 が成り立つため、公債残高は利払費相当額だけ増加する。しかし、名目ＧＤＰ成長率と名目金利が一致すれ

ば、公債残高の対ＧＤＰ比は一定に維持される（名目金利の方が低ければ公債残高の対ＧＤＰ比は低下）。し

たがって中長期的な財政の持続可能性が確保される。 

 

  表 国の一般会計におけるプライマリーバランス）当初予算におけるバランス 

平成 16年度 19.6兆円（GDP比 4.6％）の赤字（過去最大） 

平成 19年度 4.4兆円（GDP比 0.8％）の赤字 

平成 22年度 23.7兆円（GDP比４％）の赤字 

平成 24年度 24.9兆円の赤字 

平成 25年度 23.2兆円の赤字 

  平成 25年：税収等 43兆円 一般歳出等 70兆円  

 表 国及び地方の債務残高（単位：兆円） 

 H20年度末 H2 1（二次補正後） H22年度当初 H28 

国 573 627 663 875 

普通債務残高 546 600 637 844 

GDP比率 110% 125% 134% 154% 

地方 197 197 200 196 

国と地方の合計 770 825 862 1070 

 

公 債 金

収入 

税収等 

歳入 歳出 

利払費 

一 般 

歳出等 

基礎的財政収支の均衡 

債務償還費 公 債 金

収入 

税収等 

歳入 歳出 

利払費 

一 般 

歳出等 

基礎的財政収支の赤字 

債務償還費 
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債務残高の推移 

 平成不況以降、急激に公債残高が増加した。 

 

図 国の債務残高の推移 
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（４）公債理論 

１．公債の学説（各論）と公債発行に伴う財政政策 

 経済学的な視点から、公債が将来に負担を残すかどうかを論じた学説がある。また、公債の引き受けをかえ

ることで財政政策の効果も異なる。 

 

①ラーナー（新正統派） 

 負担の定義を「利用可能な資源（国富）」とし、内国債は将来への負担は生じないが外国債は負担の転嫁が生

じるとした。ラーナーはケインジアンであるため、公債発行による財政政策の重要性と正当性を示すために、

公債は将来の負担にならないという結論を導き出している。 

 

 

②ブキャナン  

 負担の定義を「強制的かどうか」とし、現在世代は任意に公債を購入するので負担は生じないが、将来世代

は公債償還のために強制的に課税されるために負担の転嫁が生じる。 

 

③モディリアーニ  

 負担の定義を「資本蓄積の減少」とし、公債は民間の資源を非効率な政府が吸収することによって、民間資

本蓄積が減少し、それが将来の生産力の減少になり負担が将来に発生する。 

（国）公債を発行する 

（民間）公債を買う 

※国の借金が増加しても、一国全体の資源

（資金量）は変わらない（負担は発生しない） 

※外国債は利払い等で資金が外国へ流出するので、

一国全体の資源は減少する（将来の負担が発生） 

国内 

（現在世代）公債の発行がある 

公債の購入は自由なので何の強制も

生じない。 

（将来世代）公債の償還がある 

公債の償還のために増税がなされる 

（強制が発生するので負担が起こる） 



6 

 

 

 

④ボーエン＝デービス＝コップ 

 負担の定義を「生涯消費量」とし、現在世代は将来世代に公債を売れるので生涯消費は一定に保つことがで

きるが、将来世代は国債償還のための課税がなされるために生涯消費が減少して将来世代に負担が生じる。 

 

 

 

（現在世代）公債の発行がある 

公債の発行があっても、それを将来

世代に売ることができるので、生涯

消費は減少しなくて済む。 

（将来世代）公債の償還がある 

公債の償還のために増税がなされるた

め、生涯消費が減少してしまう。 

（将来世代に負担が発生する） 

民間の余剰資金 

貯蓄 投資 

将来の資本になる 

（将来の資本蓄積） 

（国）公債を発行 公共事業 

※将来の資本になるはずの民間資金を国が吸収するので、

将来の資本蓄積が減少する（将来世代に負担が発生） 

政府は非効率なので民間に

比べて資本量が少なくなる 
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⑤リカード＝バローの等価原理  

 負担の定義を「効用の減少」とし、人々が合理的に行動するので、公債の発行が将来の増税を予測させるの

で、それに備えて人々は貯蓄を増加させるため負担の転嫁は起こらないとする。 

 

 リカードは、同一世代で負担の転嫁を考えたが、バローはその考えを拡張して、現在世代の貯蓄は遺産とし

て将来世代に引き継がれるため、公債の発行と償還の世代が異なったとしても、負担は将来世代に転嫁しない

と主張した。 

 

 

 

（学説のまとめ） 

（学説） 負担の定義 内容 

ラーナー（新正統派） 利用可能な資源 

（国富） 

内国債は負担が転嫁しない 

外国債は負担の転嫁が生じる 

ブキャナン 強制的かどうか 将来世代に負担が生じる 

モディリアーニ 資本蓄積の減少 将来世代に負担が生じる 

ボーエン＝デービス＝コップ 生涯消費の減少 将来世代に負担が生じる 

リカード＝バロー命題 効用の減少 負担は転嫁しない 

（現在世代が負担） 

 

（現在世代）公債の発行がある 

合理的に考えると、将来の増税があ

ることが予想できる。そこで将来に

備えて貯蓄をする。 

（現在世代の効用の減少が起こる） 

（将来世代）公債の償還がある 

公債の償還で増税があったとしても、

現在世代から備えていた貯蓄を増税に

あてるため負担は生じない。 

（将来世代に負担は生じない） 
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２．公債政策 

 公債の発行において、経済活動を優先するか、あるいは利子費用の最小化を優先するかで政策が異なる。 

①経済の安定化 

 

不景気 流動性の高い短期国債を発行すべき 

好景気 流動性の低い長期国債を発行すべき 

 

 好景気のときは資金の流動性（お金の流れ）を抑えるために長期国債がよく、不景気のときは資金の流動性

を活発化させるために短期国債を繰り返し発行したほうがよい。 

 

②利子費用の最小化 

 

不景気 金利が低いので長期国債を発行すべき 

好景気 金利が高いので短期国債を発行すべき 

 

 好景気のときは、資金需要＞資金供給となるので一般に高い金利で発行しなければ資金が調達できない。そ

こで短期国債を多く発行して、なるべく早く返済するようにして利子の支払いを抑える。一方不景気のときは、

資金需要＜資金供給となるので一般に低い金利であっても資金が調達できる。そこで長期国債を多く発行して

長期間貨幣を保有することができる。 

 

短期（1年） 長期（10年） 

3% 6% 好景気 

不景気 0.5% 1.5% 

経済活動を支えるためには、不景気のと

きには、短期国債を繰り返し発行して貨

幣の動きを活発化させるのがよい。ま

た、好景気のときは長期国債を発行して

貨幣を長期保有するのがよい。 

例 

短期（1年） 長期（10年） 

3% 6% 好景気 

不景気 0.5% 1.5% 

利子費用（支払利息）を小さくするに

は、不景気のときには長期国債を発行

しても問題ないが、好景気のときには

短期国債を発行して資金を早く返済す

るのがよい。 

例 


